
市民文教常任委員会行政視察報告書 
 
 
 
 
・視察期間  平成２５年１０月２９日（火）～平成２５年１０月３１日（木）２泊３日 
 
 
 
・視察先   北九州市  北九州市立特別支援教育相談センターについて 
             市民センターの活用について 
       長崎県   長崎県立諫早特別支援学校について 
 
 
 
・視察委員  委 員 長  川 村 よしと 

副委員長  大 原   智 
       委  員  岩 下   彰 
         〃    上 田 さち子 
         〃    上向井 賢 二 
         〃    白 井 啓 一 
         〃    田 中 正 剛 
         〃    西 田 いさお 
         〃    花 岡 ゆたか 
         〃    八 木 米太朗 
         〃    よつや   薫 
 
※上記の順に行政視察報告書を掲載しています。 



市民文教常任委員会所管事務調査報告書 

委員氏名 川村よしと(政新会) 

 
【調査の期間】 

平成 25年 10月 29日〜10月 31日 
 
【調査先・調査事項】 

北九州市：市民センターの活用について。 
北九州市：特別支援教育のあり方について。(北九州市立北九州特別支援学校) 
長崎県(諫早市)：特別支援教育のあり方について。(長崎県立諫早特別支援学校) 
 
【調査報告書の形式】 

調査を行うにあたり、事前に質問項目を設定して先方に伝えた上で、現地で詳

細な説明を聴取し、質疑応答等で情報交換をさせて頂いた。 
質問項目に関しては、委員長を仰せつかっていることから、叩き台の作成を行

っている。 
よって、報告に関しては、事前に設定した質問とそれに対する回答を軸に、考

察を述べることとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



◆北九州市：特別支援教育のあり方について 

        (北九州市立特別支援教育相談センター) 

【概要】 

特別支援学校の専門性を高めるために、肢体不自由特別支援学校に、整形外科

医、作業療法士、理学療法士、言語聴覚士、リハビリ工学士を派遣して、医療

的な面から指導方法の助言を受けてきたが、医療と教育の連携を深めるために、

日本で最初に医療・教育機関の併設による日常的な連携を行ったという点が大

きな特長である。 

また、特別支援教育コーディネーターを、小・中・高等学校の全校において最

低でも１名は配置している。 

特別支援教育コーディネーターには、特別な支援を必要とする児童生徒に対し

ての理解や指導者としての専門性があること、学校全体の中で調整役として適

切に機能できる能力があること等が求められている。 

その中でも、校内支援体制作りの中心としてコーディネートする力の向上に重

点を置いて養成されている。 

 

【考察】 

概要にも記載したが、北九州市立特別支援教育センターの大きな特長は、 

①病院と各支援学校が隣接し、連携体制が取れていること。 

②特別支援教育コーディネーターが配置されていること。 

上記２点であると考えられる。 

 

①に関しては、同様の体制を西宮市でも実現できることが望ましいと考えられ

る一方で、用地確保や費用の面から、実現可能性は低いと言わざるを得ない。 

北九州市の総合療育センター付近には、戦後、国立小倉病院を含め、公的な機

関が建設されていった。 

昭和 41年に小倉養護学校の分教場(現在、北九州特別支援学校；総合療育セン

ター隣接)が開設された。また、国立小倉病院に訪問教育が開設され、それが特

別支援学校(病弱)に発展し、現在の形の原型となった。 

このような歴史的経緯を踏まえると、西宮でこれを取り入れるとすれば、アサ

ヒビール跡地の公共施設建設計画に盛り込む等、大きな政策判断が必要なのは

言うまでもない。 



メリットとしては、西宮市は、各学校が単独に配置されているので、看護師等

は独自配置なのに対し、北九州市では、前述のように隣接していることから、

専門医・専門家の派遣がスムーズであり、必要な時に必要な支援を適宜受けら

れるということが挙げられる。 

 

①を西宮に取り入れることは、ハード面の抜本的な統廃合を伴うため困難であ

ると考えられるが、②については、西宮市の現状の取り組みに加えて、見習う

べき部分もあるのではないだろうか。 

北九州市においては、特別支援教育コーディネーターを校長が指名するが、小

学校では28.5％、中学校では17.7％が２〜３名の複数名で分担して業務を行っ

ている。 

その役割は前述の通りだが、具体的な業務内容は、校内委員会の企画・運営、

校内や外部との連絡調整、校内研修会の企画・運営、保護者からの相談窓口、

子供の特性の把握や具体的な支援方法の検討(個別の指導計画・個別の教育支援

計画作成の助言)、心理検査等の結果の分析等である。 

メリットとしては、各学校において校内委員会を適切に機能させ、組織的に特

別支援教育に取り組むための核となっていることである。それにより、校内支

援体制を整えて、チームとして特別な支援を必要とする児童生徒に必要な指

導・支援を実施できるようになる。 

また、複数配置校においては運営担当と指導担当として業務を分担することに

より、それぞれの担当校務分掌や専門性、適正を踏まえて円滑に業務を行うこ

とができる。 

西宮市の現状として、介助員と現場の教員のコミュニケーションについて課題

があると管内視察で伺ったが、特別支援教育コーディネーターについても、他

の職員、教員との役割分担を明確にし、円滑に業務が進行するように留意する

必要がある。 

その点においても、北九州市の体制は十分に配慮されたものになっている印象

を受けた。 

上記を踏まえると、①②に関して、北九州市に倣うとなると、抜本的な方針転

換を求められるのではないかと考えられる。 

 

 



◆北九州市：市民センターの活用について 

【概要】 

平成 6年度から、小学校単位を基本に「まちづくり協議会」を設置し、現在は

130小学校区に対し、135のまちづくり協議会が設置されている。 

この協議会は、自治会、婦人会、老人クラブ等の地域団体や、学校、起業など

の地域の様々な団体により構成されており、部会制を取り「地域総括補助金」（平

成16年度から実施）の対象となっている。 

「地域総括補助金制度」とは、地域が一体となった、住民主体の地域づくり・

まちづくりを促進するため、市内各部局が事業ごとに交付していた補助金を可

能な限り一本化し、「まちづくり協議会」に交付する補助金のことである。 

(平成22年度に13項目の補助金を一本化) 

 

市は、地域福祉のネットワークを構築するとともに、住民による福祉活動、コ

ミュニティ、生涯学習等の拠点として、小学校単位を基本に「市民福祉センタ

ー」を設置し、平成6年度から整備してきた。 

また、既存の「公民館」にも「市民福祉センター」の機能を付加して活用を図

ってきた。 

その後、平成17年に「市民福祉センター」と「公民館」を統合し、名称を「市

民センター」に変更している。 

現在、市民センターは129館、市民サブセンターは5館あり、直営で運営され、

まちづくりの拠点施設として活用されている。 

 

 

【考察】 

市民センター設立の目的と、その経緯と合わせて考察を述べる。 

昭和57年に北九州コミュニティ研究会からの答申として、公民館には「地域課

題の解決や実践に直結するような学習に取り組むこと」「地域団体の協議会事務

局機能を併せ持つこと」が必要であり、それと同時に「高齢化社会の到来を控

え、公民館が福祉ボランティアセンターとしても機能する必要がある」と提言

された。 

ちなみに当時の北九州市の高齢化率は25.9％であり、全国の24.1％を若干上回

る数値であった。 



また、平成 5年には、高齢化社会対策総合計画の策定を行う中で「小学校区を

基本とする、自治会、校区(地区)社会協議会など、地域団体の連携に寄る地域

福祉ネットワークの構築が必要である」と提言され、平成６年に、地域住民に

よる福祉活動、市民の交流、生涯学習活動等の拠点となる「市民福祉センター」

の整備を開始した。 

こうした流れの中、公立公民館に市民福祉センターの機能を付加する形で平成

17年から「市民センター」が本格的にスタートした。 

公民館の利用者の範囲を中学校区から小学校区にすることで、より身近なとこ

ろで、上記のように提言されている地域での役割を果たすことが狙いであった

と考えられる。 

具体的な成果としては、コミュニティ活動における地域パトロール等を以前よ

りも身近なところで行えるようになり、犯罪件数が70％も減少している。 

また、保健福祉活動においては、子育てサークル等の団体数が80団体以上にも

上り、地域活動の活性化に寄与していると考えられる。 

また、市民センターを地域住民の自主的な活動の拠点とするために、管理体制

をまちづくり協議会へ委託しているのも大きな特長である。 

こうした体制によって「地域づくり活動の担い手となる人材を育成できる」「市

民センターで行う市の事業が実施しやすい」「職員の人件費が抑えられる」とい

うメリットがあると考えられる。 

一方で、個人的に気になった点としては、北九州市では公共施設マネジメント

の具体的な計画はまだ出てきておらず、公共施設の延べ床面積を２０〜３４％

削減する必要があることは周知されており、市民センターも何らかの形で対応

せざるを得ない状況にあるということである。 

担当職員の方は「地域の方々も市長も、市民センターが好きなので強引に削る

ことはできない」と仰っていたが、市の全体的な方針との連携は必要不可欠で

あるため、手つかずのまま全てが継続されるとは考えにくい。 

西宮市においては、地域コミュニティの弱体化が課題であるので、北九州市の

ような市民センターのあり方を検討するのもひとつの手段だが、公共施設マネ

ジメントの方針との整合性を踏まえて行う必要があるということを感じた。 

 

 

 



 

◆長崎県(諫早市)：特別支援教育のあり方について。 

         (長崎県立諫早特別支援学校) 

【概要】 

ビジョンとしては「行きたい学校・行かせてよかった学校」を掲げており、具

体的には下記３点が挙げられている。 

①特別支援教育に関する専門性を確立し、授業の改善・充実により児童生徒の

生きる力を育む。 

②地域におけるネットワークを確立し、相談や支援の体制を整え、地域のセン

ター的昨日を充実させる。 

③信頼される学校を目指し、組織マネジメントを確立する。 

これ以外にも、学校教育目標、めざす学校像、めざす児童生徒像、めざす教師

像、学校経営目標、本年度努力目標等が掲げられており、それに対する具体的

な行動指針、計画も示されている。 

 

 

【考察】 

個人的に事前の情報収集の段階で気になっていたのは、下記の２点である。 

①ビジョンに「組織マネジメントの確立」を掲げている点。 

②複雑な「自立活動チェックリスト」を活用している点。 

以下、この２点を中心に述べていきたいと思う。 

 

①に関しては、「組織マネジメントの確立」というものをビジョンとして掲げて

いる教育機関は珍しいと考えられる。 

私は前職で、組織人事のコンサルティングファームに勤めていたが、「組織マネ

ジメント」と一言で言っても、その組織の特性によって、あるべきマネジメン

トの姿は多種多様であると常々感じてきた。 

また、塾・予備校講師の経験もある中で、受検競争という定量的に成果が計り

やすい教育機関においても、その組織マネジメントについては、どの企業、学

校も様々な課題を抱えていることを知っていた。 

定量的な成果という点について少し触れると、その組織が売上目標や利益目標

のように、定量的な目標を定めている場合、それに対するマネジメントは数字



を基準に行えば良いので、その達成可能性を別にすれば、成果に対する評価や

フィードバックは行いやすい。 

しかし、数値で計ることのできない定性的な成果や目標についての評価は難し

く、これがうまくいかないことが原因で、組織マネジメントに支障を来し、場

合によっては、その組織のビジョンクライシス、モチベーションクライシスを

引き起こすこともあり得る。 

具体的には、例えば公務員の例で言えば、徴税の仕事をしているメンバーがい

た場合、彼に対する評価は徴税額の総計で行うことはできない。 

なぜなら、無理な徴税を行ったがために、その市民の生活を追い込むことにな

ったとすれば、そこ対する是非を評価に盛り込むことが難しいからだ。 

同様に、特別支援学校の教諭に対する評価も「生徒が○○をできたから＋１０

点」というように単純に数値化するのは難しい。 

要するに、定性的に効果測定ができない仕事が多い組織において、そのマネジ

メントは大変難しいものとなるということだが、そんな中、諫早特別支援学校

はビジョンとして「組織マネジメントの確立」を掲げている。 

今回の視察では、そこに対する具体的な取り組みについて、大いに期待をして

いた。 

 

この期待に対する回答が、現場での説明の中で、図らずとも②として示される

こととなった。 

まず、特別支援学校に求められるものについて、教育課程上の位置づけから捉

え直し、自立活動が重要だということを考慮した上で、その項目を６区分２６

項目としている。具体的には、 

【１項目 健康の保持】 

(１)生活リズムや生活習慣の形成に関すること。 

(２)病気の状態の理解と…。 

という形になっていた。 

その上で、自立活動の指導における専門性を高めるために、自立活動専任を配

置し、学部をまたいで自立活動指導を行う体制を作っている。 

その中で、専任の役割は明文化されており、更に具体的な個別の指導計画の作

成・運用が定められている。 

ここで活用されるのが「自立活動チェックリスト」であった。 



このチェックリストは、非常に合理的かつ論理的に作成されており、これに則

って仕事に取り組めば、課題の抽出・整理、指導計画の作成・評価ができるよ

うになっていた。 

ヒアリングをした限りでは、当然、上司や先輩教師からの指導は必要であるが、

全１７ページに及ぶチェックリスト、そこから作成される目標設定シートや個

別指導計画は、一朝一夕で作成できるものではないという印象を受けた。 

これに関して、コンサルタント等、外部機関の手が入っているものだと考えて

いたのだが、校長を中心に学校独自で作成したものであるとのことで、すべて

の疑問が氷解した。 

定性的な指導に対して、これだけ緻密な課題整理、計画の作成や評価ができる

幹部職員がいるのであれば、教員に対する評価や組織マネジメントも、現場で

十分納得のいく形で導かれていることは、想像に難くない。 

実際に、学校内を見学させて頂いた時に自立活動専任の方に「今、何をしてい

るところですか？」と質問したところ「この生徒は○○という課題があり、個

別指導計画の中で○○という計画になっているので、その中ですべきこと○点

の３番目を指導しているところです。」と、即座に答えて頂いた。 

この状態こそ、まさにチェックリストや指導計画だけでなく、組織マネジメン

トが機能しているということなのだと実感した瞬間であった。 

 

ここまでを考えると、諫早特別支援学校の組織マネジメントや自立活動におけ

る取り組みは、そのまま西宮の特別支援学校に取り入れても上手くいくもので

はないと考えられる。 

なぜなら、その仕組み自体が校長の能力や志向性等、極めて属人的な要素を出

発点にしているからだ。 

これに倣うのであれば、西宮では、現場の教員の方の想いを共通のフォーマッ

トで共有するところから始めなくてはならないので、その道のりは大変長く険

しいものが予想される。 

私個人としては、管内・管外と様々な現場を視察させて頂く中で、資料を読み

解くだけでなく、こうした現場の声をより多く聞くことで、現行の制度の理解

と今後のあり方を考えていく必要があると、認識を新たにした。 

 

                                 以上 
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① 北九州市  特別支援教育相談センターについて 
 
【取り組みの概要】 
 
日本で初めて設立された総合療育センターが併設しており、同センター

との連携を図りながら、医療と教育の深い連携を強みとして、専門的な立

場から、巡回・就学・教育・通級相談を実施している。 

 
病院の近隣に、各支援学校が配置された経緯としては、現在の総合療育

センターの付近は、戦後、国立小倉病院を含め、公的な機関が建設されて

きた地域とのことである。 

そして、昭和４１年に小倉養護学校の分教場（現在の北九州特別支援学

校：総合療育センター隣接）が開設された。 

また、国立小倉病院に訪問教育が開設され、それが企救特別支援学校（病

弱の子供のための学校）に発展した。 

 

北九州市の特別支援教育の特徴的な取り組みとしては、特別支援学校の

専門性を高めるために、肢体不自由特別支援学校に整形外科医、作業療法

士、理学療法士、言語聴覚士、リハビリ工学士を派遣して医療的な面から

指導方法の助言を受けてきたことである。 

各学校間での連携において、特徴的なものとしては、特別支援教育課の

事業である「専門医、専門家制度」があり、特別支援学校に医師、整形外

科医、作業療法士、理学療法士、言語聴覚士、リハビリ工学士、臨床心理

士を総合療育センターから派遣している。 

また、特別支援教育相談センターの事業に専門家チームの派遣があり、

連携して小、中学校の支援を行っている。 

 
 
【感想及び意見】 
 
 
 やはり、北九州市の最大の強みは、医療との連携という点である。 
西宮市においては、児童生徒の障害の状態は、年々、重度化・重複化・ 
多様化し、医療的ケアを必要とする児童生徒は、全体の３分の１を超えて 
いる。  



 そして、当然、教科指導を主とする児童生徒も多く在籍している。 
この課題については、教師の指導力の向上を図るというだけでは、解決が 
つかない。  
医療の課題については、教職員や看護師を支援する体制づくりが急務で 
ある。 
 また、全体的な支援体制では、北九州市では、特別支援教育補助講師、 
特別支援教育学級補助講師、特別支援教育介助員、スクールヘルパーと役 
割分担を明確にした支援が行われていた。 
 本市では、「介助員」の増員体制の中で、これらの支援が行われてきた。 
 当然、現状の限られた体制の中で、西宮市も最大の体制をとっているが、 
今後の拡充を図っていかなければならないと思う。 
 ただ、本市が、独自に養護学校を持ち、教育に対し、努力を続けてきた 
ことは、評価されてよいと思う。 
 北九州市のように、一つの建物の中に、集約された機能があれば、確か 
に望ましいことであるが、本市の歴史と背景を考えたならば、市内に点在 
している施設（たとえば、砂子療育園など）との機能連携を図ることを 
検討していくべきである。 
 地域の特性を考えるとは、決して他市の真似をすればよいというもので 
はない。 
 
 

② 北九州市  市民センターの活用について 
 
【取り組みの概要】 
 
 
 北九州市では、従来の学習支援拠点としての公民館を、昭和５７年から 
大きく見直し、公民館に、市民福祉センターの機能を付加、さらに、４０ 
回以上の市民との意見交換を重ね、平成１７年から、全市において、市民 
センターとして統一がされた。 
 このことにより、従来の中学校区から、小学校区にその設置範囲が拡大、 
これまでの生涯学習活動の拠点機能に加え、地域の課題を地域で考え、地 
域で解決するという『まちづくりの拠点』として、生まれ変わった。 
 その運営は、官の責任という点を踏まえ、市が各館の館長を直接採用し、 
各施設の管理業務は、地域住民の中から職員を採用し、「まちづくり協議 



会」に委託している。 
 その結果、行政は、責任ある施設管理を公平・公正に行い、尚且つ、現 
場では、地域づくりの活動の担い手を育成できるというメリットが特徴と 
なっている。 
 
 
【感想及び意見】 
 
 本市では、この種の施設としては、公民館、地区市民館、共同利用施設 
という大きく分けて３種類の施設が並立しており、その所管部局も違えば 
当然、利用目的も違うものとなっており、市の事業として、連携が、取れ 
ているとは言えない。 
 また、本市の大きな課題としては、施設の老朽化の問題がある。耐震化 
等の工事を今後、検討していかなくてはならない。 
その他、指定管理者制度を導入し、地域の自治会や市民の自主的な活動 
を支援すると謳っているが、その稼働率は極めて低い。 
 今後、避けて通れない公共施設マネジメントの検討にあたり、所管部局

の統一、並びに更なる施設の統合と目的の見直しについて、北九州市の事

例は、大いに参考となるものである。 
第３者委員会を通じて、0からの議論を進めていただいているが、大事

なのは、市としての方針である。 
関係部局には、ぜひ、１つに、社会教育としての公民館と市民サービス

向上のための市民館、本来、設立趣旨が違う施設であるこれらの適正配置

の議論、２つに、運営方法は、誰がどのように行うことが、本当に市民に

とってベストなのかの点を、特に検討していただくように提案したい。 
 
 

③ 長崎県  長崎県立諫早特別支援学校について 
 
【取り組みの概要】 
 
 
 諫早特別支援学校は、肢体不自由児が対象とされており、新学習指導要 
領に対応した小学部、中学部、高等部の一貫教育とともに、訪問教育も行 
っている。 



 その特徴としては、児童生徒の実態に応じた教育課程を設けるために、 
自立活動チェックシートやパワーアップシートを活用し、個別の指導計画 
の作成と評価により、各個人に応じた指導の充実を図っていることである。 
 自立活動の内容としては、①健康の保持、②心理的な安定、③人間関係 
の形成、④環境の把握、⑤身体の動き、⑥コミュニケーションの６項目に 
わたる。 
 さらに、この専門性を高めるために、自立活動専任を小学部１名、中学 
部１名、高等部２名の計４名を配置し、教師のサポートも行っている。 
 それだけでなく、PT、OT、ST、歯科医の４職種の外部専門家を活用し、 
教師の専門性を高める取り組みを行っている。 
 その他、長崎県教育委員会より、ICT教育推進事業研究指定校とされて 
おり、学校見学の中でも、タブレットを使用した授業等が行われており、 
自立支援に生かされていた。 
 
【感想及び意見】 
 
西宮養護学校は、開設後の老朽化と使い勝手の悪さが、かねてより指摘 

をされているところである。 
 諫早特別支援学校でも、ご教示を受けたが、現在、知的障害者は、増加 
の傾向が著しいが、肢体不自由児は、横ばいの状況が続いているとのこと 
で、受け入れにパンクすることはないと言われていた。 
 本市も同様の状況と思われ、特別支援学級との支援体制を、検討してい 
かなくてはならない。 
 また、個別支援計画は、本市でも運用されているが、専門性を高める取 
り組みは、当然ながら、市だけの取り組みではおぼつかない。 
  
今回の視察は、奇しくも訪問先が、政令市と県であり、財源等、ある程 
度、自己判断のもと、政策を進められる強みがある。 
 本市では、限られた財源の中で精いっぱいの取り組みを、進めておられ

るが、児童生徒やご家族には、直面する課題は、どの地にあっても共通で

ある。 
 従来の肢体不自由児は、市の担当、知的障がい児等は、県が担当という

単純な住み分けでは、医療との連携においても、キャリアオーバーの課題

等、解決がつかなくなってきている。 
 知恵を出しながら、兵庫県との連携をさらに高めるしかないと思われる。 
私も、さらに研究しながら、良き政策提案を起こしてまいりたい。 
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委員会所管事務調査感想・意見等 

 
委員氏名 田中 正剛 

 
調査の期間 平成 25年 10月 30日（水）～31日（木） 

調査先及び 
調査事項 

北九州市  
  
  
長崎県                 

・北九州市立特別支援相談センターについて 
・市民センターについて 
 
・長崎県立諫早特別支援学校について 

 
◇意見・感想等 
北九州市 
■北九州市立特別支援相談センターについて 
 西宮養護学校は肢体不自由児の学校であるが、昨今、医療的なケアを要する児童生徒が

増加し、その対応も専門性が高まっていることを委員会の管内視察で視察した。また、老

朽化が進み、恒常的な雨漏り等も見受けられることから早期に建て替えを検討する必要が

あり、総合計画後期計画にあがっている。その建て替えの場所や必要な機能等について今

後、検討するにあたっての参考とすることを目的に説明を伺った。今回は、主に特別支援

相談センターと総合療育センターとの連携について説明を受け、特別支援学校の隣に設置

されている総合療育センターを主に現地視察させていただいた。 
＜取り組みの概要＞ 
○北九州市立総合療育センター 
 この施設は、脳性麻痺、知的障害など、幼い頃からの医療をはじめ全体的な特別のニー

ズがある方の療育（リハビリテーション）を行う病院であり、保育を通じて発達を促す通

園、そして生活を支える福祉施設の総合的な機関である。医療やリハビリテーション、生

活に関わるあらゆる相談に応じ、外来や入院、通園を利用できるほか、家庭や幼稚園・保

育所、学校などに出かけていくサービスも実施している。指定管理者制度が導入されてお

り、外郭団体である社会福祉法人北九州社会福祉事業団が運営している。指定管理料は約 3
億 7000万で運営されているが、経営改善についても努力されている様子である。 
 昭和 40年に許可病床 50床の病院として設置され、築後 50年が経過しようとしており、
老朽化が目立っていた。昨年建て替えの方針が決定し、現在、現地での建て替えに向けて、

基本計画を策定中である。特別支援教育の充実のために、肢体不自由特別支援学校に整形

外科医、作業療法士、理学療法士、言語聴覚士、リハビリ工学士を派遣して医療面での指

導方法の助言をしている。 
○特別支援教育相談センター 
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 総合療育センターに隣接して設置された特別支援学校施設内の 2 階建ての１棟を借りて
教育相談事業を実施している。この施設は昭和 53年に設置され、全国初の医療と教育機関
が併設された施設として、総合療育センターとの日常的な連携が図られている。また、平

成１９年からは研修・研究事業を教育センターに移すことで、相談事業に重点を置き、巡

回相談、就学相談、教育相談、通級相談を実施している。また、各学校で行われている特

別支援教育のセンター的な役割も果たしているとのことである。 
 巡回相談では、幼稚園、小・中学校、市立高校から連絡を受けて、総合療育センターと

教育相談センターの専門家チームが訪問し、本人を観察後に、専門的な見地から指導を行

っているとのことである。相談件数は、平成２４年実績で年間約 395 件であったとのこと
で、小学校が圧倒的に多く、次いで中学校、幼稚園の順となっているとのことである。相

談内容としては、発達障害、知的障害、言語障害の順に多いとのことである。 
 就学相談は、定期就学相談会を年に 5回、夏期就学相談会を 6回実施し、平成 24年度で
728件となっており、年々増加しているとのことであった。 
 通級相談は、軽度の障害児とＬＤ・ＡＤＨDの児童が対象となり、8月から 12月までの
間に 5回実施され、昨年度は 202名、平成 25年度は 11月時点ですでに 210名を超えてい
るとのことである。 
 教育相談では、午前中に相談を受け、午後に審議（相談会）を実施し、相談会では医療

スタッフが入っている。総合療育センターで外来の受診をしている人が多く、保護者に必

要な支援を伝授するとともに学校の先生にも伝えているそうである。また、医療との連携、

特にリハビリ工学部門と連携して教材を研究・開発してきたそうである。 
 その他、日ごろの連携の具体的な特徴として、以下の 5点の説明があった。 
①相談後には、総合療育センターでの治療と並行して指導を実施している。 
②毎週月曜日に教員が医師のカンファレンスに参加できるようにし、子どもたちの医療情

報を共有できる仕組みとなっている。 
③医療スタッフと相談センターのスタッフがチームを組んで指導につなげている。 
④事例の発表会を実施することで、教員を研修している。 
⑤医師も研修会に参加でき、レクチャーを聞ける仕組みとすることで医師の特別支援教育

に対する専門性を向上できるようにしている。 
 各学校へのサポート体制として、５名以上 8 名以下の自閉症や情緒障害の児童生徒が通
学する小・中学校の特別支援学級に対して 1 名の特別支援学級補助講師（教員免許保持）
を配置して、担任の補助として児童生徒一人一人の障害に応じた適切な指導や支援を行っ

ている。また、小・中学校からの要望に対して特別支援教育補助講師（教員免許保持）を

配置することにより、特別な教育的支援を必要とする児童生徒への支援を行い、通常の学

級及び特別支援学級等における特別支援教育の充実も図っている。なお、介助員は免許を

所有しておらず、ボランティアヘルパーとして主に見守り係を担当している。 
 また、実際に内容を見せてもらうことはできなかったが、個別の教育支援計画を策定し
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ているとのことで、本人と保護者の要望、本人の状況、支援の目標、支援内容（学校・家

庭・地域生活・医療・健康・福祉・労働の観点）、評価及び引き継ぎ事項が掲載されている

そうである。この計画書の作成によって、医療、保健、福祉、労働等の分野で連携して支

援の方法を検討することで教員は教育と異なる観点からの支援について考え直すことがで

き、また、指導内容が明確化されることで、様々な立場の支援者の間で情報共有ができ、

支援が充実できている様子である。 
 
＜意見・感想＞ 
○医療的ケアの充実と発達障害を含めた教育相談体制の充実に向けた検討が必要である 
 同一敷地内に総合療育センターがあることで、医療と特別支援教育の連携が一層綿密に

なっている様子であり、特別支援学校での医療ケアもしやすいのではないかと思われる。

西宮養護学校における医療的なケアの充実や、特別支援教育のセンター的な役割や教育相

談など機能面での充実を図るためには、現在高畑町に整備中の児童発達支援センターとの

連携を深める必要がある。よって、近隣に西宮養護学校を再整備するなど、再整備を機会

に設置場所についての検討が重要と考える。 
 また、利用者の利便性を考慮すると、新設される児童発達支援センターに入所機能がな

いことから、近隣に入所施設も必要ではないかと考えられる。今後は、厚生常任委員会の

所管とはなっているが、西宮市で現在建設に向けて準備が進められている児童発達支援セ

ンターや各学校で行われている特別支援教育と、西宮養護学校との連携について一層の調

査・議論を行う必要性を感じた。 
 また、必要に応じて各学校の特別支援学級を医療スタッフとともに巡回して相談を受け、

助言する巡回相談のようなサービスが西宮市でも実現できないか、必要財源の算出や課題

の洗い出しなど今後調査・検討を進めるべきである。 
 
■市民センターの活用について 
 現在、西宮市では、公共施設適正配置審議会を設置して、市民館と公民館のあり方が検

討されている。公民館と市民館の機能統合を含めて、今後の西宮市における市民利用施設

のあり方について検討するにあたって参考するために話を伺った。 
 
＜取組みの概要＞ 
 昭和 57 年に、来たるべき高齢化社会に対応するために、「北九州コミュニティ研究会」
の答申において、①公民館は地域課題の解決や実践に直結するような学習に取り組み、地

域団体の協議会事務局機能を併せもつべきである。②高齢化社会の到来を控え公民館が福

祉ボランティアセンターとしても機能する必要がある。などの提言がなされたとのことで

ある。そして、平成 5 年に「高齢化社会対策総合計画」を策定し、現在の取り組みに至っ
ている。研究会の答申から約 30 年後にあたる現在の高齢化率は、平成 25 年 3 月現在で
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26.2％（全国平均 24.1％）となっており、非常に早い先見性のある対応であったと言える。 
 その「高齢会社会対策総合計画」に基づいて、平成６年より、１小学校区に 1 箇所の設
置を目標に整備を開始し、合わせてまちづくり協議会が設置され、平成 16年度からは地域
総括補助金制度も導入している。地域コミュニティの活性化のために、ハード面とソフト

面と両面での環境整備が進められている。 
 施設の標準は施設面積 670 ㎡であり、小学校区は 130 校区ある。現在は、本館 129 館、
サブセンター5館の整備が終了し、残りの小学校区もサブセンターを整備することで対応す
るとのことである。 
 まちづくり協議会の活動は、地域コミュニティ活動のみならず、生涯学習の機能が含ま

れており、136の協議会が存在している。まちづくり協議会は、自治会をはじめ、社会福祉
協議会や老人会、婦人会、子ども会、公園愛護会、体育指導委員、学校・ＰＴＡ、青少年

育成協議会など既存団体から構成されている。そして、まちづくり協議会の組織運営上、

総務・広報部会、防犯・防災部会、施設管理部会、保健福祉部会、生涯学習部会、青少年

育成部会、まちづくり部会などの部会制を敷いている。 
 平成 16 年に創設された地域総括補助金制度は、防犯灯関連補助金や老人クラブ助成金、
公民館関連補助金、青少年団体育成補助金、公園愛護会助成金、健康づくり事業補助金な

ど、地域団体への 14 項目の補助金を一本化し、1 団体 330 万円の補助金を支給している。
補助金の縦割りを解消し、これまでは余ったら返還しなければならなかった補助金も、各

補助対象事業費の 50％まで他の補助事業へ流用を可能にし、地域主体のまちづくりを支援
している点が、補助金を一本化しているメリットの一つである。福岡市では世帯数に応じ

て補助金を支給する制度としているが、北九州市ではまだそうはなっていないため、現在

調査研究中とのことである。まちづくり協議会の部会と既存の団体や補助金制度との整合

性が課題として残っている様子であった。この補助金制度の導入によって、まちづくり協

議会の事務量が増えたため、補助金の導入に至っていない団体もあり、当該補助金導入団

体は 123団体にとどまっているとのことであった。 
 また、住民主体のまちづくりを進めるために、市民センターの運営をこのまちづくり協

議会へ委託している。しかし、館長だけは、難しい試験をクリアした方を市が採用し、優

秀な人材を地域へ投入されている。館長の説明では、まちづくり協議会職員との協力関係

が重要とのことであった。高齢化と相まって、まちづくり協議会の負担が大きくなってい

ることが課題となっている。 
 機能統合をした当時は、公民館に地域コミュニティの機能を持たせたため、建物の名前

は市民センターとし、条例上は公民館の名称のままであったが、平成 17年に条例も市民セ
ンター条例に改正された。 
 北九州市では、犯罪が多く、低学年化、24 時間化、国際化、地域コミュニティの希薄化
が問題となっていたことから、防犯活動が重視されていたそうである。取り組みの結果、

平成 24年 12409件となり、当時の約 7割減少したとのことであった。センターの使用料は
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98％の使用団体が減免されているなど、市民センターの収入は期待せず、あくまでも住民
主体のまちづくりの成果を重視している様子であった。 
 平成 25年 7月、行財政調査会答申で、公共施設を今後 40年で 20％～34％削減する方針
が示され、今後具体的な統廃合計画策定をする予定とのことで、本市と同じような状況で

はある。市民センターは、統廃合の対象にはなっていない様子であった。 
 現地を視察させていただいた若園市民センターは、年間６万人と市内でも稼働率は高い

方であり、補助金の導入については現在準備中とのことであった。９～22 時の開館となっ
ており、センター運営委託料は 440 万～450 万円、昼３人、夜１人（週に３０時間以内）
で対応している。 
 
＜意見・感想＞ 
○施設の活性化のためには、活用するための組織作りなど市による仕掛けも必要 
 今回の視察を機会に、本市においても、むしろ、地域コミュニティの活性化、社会教育

の活性化のために、公民館と市民館の機能統合を検討すべきであるとの見解を持つに至っ

た。公共施設の総量抑制を図る際には、北九州市や福岡市のソフト面での制度も参考とす

べきである。 
 今後の高齢化社会において、地域コミュニティの活性化は地域福祉の観点からも、一層

重要性を増すと考えている。本来は、需要に応じてセンターを設置すべきであるが、すで

に施設が存在し利用状況が芳しくない状況下では、需要を掘り起こす取り組みも必要であ

る。その拠点として集会施設を活用すべきであり、そのためには、地域に任せきりにする

のではなく、全市で統一された地域コミュニティの組織を再編するなど市による仕掛けも

重要であると感じた。 
 本市においては、公民館の稼働率が高いのは、市が直営で社会教育事業を実施するとと

もに、市民主体である推進委員制度による企画も大きく寄与していると考えられる。よっ

て、稼働率の低い市民館では、単なる貸館となっていることが要因と思われる。公民館と

市民館の機能統合のハードルが高いようであれば、少なくとも、市も市民館において地域

コミュニティの活性化に繋がる企画をするなど、公民館と同様のソフト面での取り組みを

取り入れるべきである。 
 
■長崎県立諫早特別支援学校について 
 今後、再整備を機に、西宮市養護学校の機能の充実に向けた議論をすることを目的に説

明を伺い、現地の様子を視察させていただいた。 
 
＜取組みの概要＞ 
 こちらも築後 50年が経過し老朽化しているが、特に建替えは検討されていない様子であ
った。まずは、通いたい通わせたい学校を目指しているとの説明があり、取組みが保護者
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をはじめ外部に客観的に示されている点が、非常に優れていた。専門性を担保するために

日々の改善の積み重ねが必要であるとの説明があり、自立活動を始め指導の内容が、ＰＤ

ＣＡサイクルを重視しているとともに可視化されている。その結果、教員同士で情報が共

有でき、個に応じた質の高い特別支援教育が実現している様子であった。成果として教員

の専門性の向上についてもアンケートによって数値化されており、その数値も向上してい

た。 
 自立活動のために、専任教員を 4 名（小学部１、中学部１、高等部２）配置し、担任を
持たずに、自立活動の内容充実に特化し、組織的に指導ができる体制を敷いている。また、

特別支援コーディネーターを 3 名おき、地域の学校とのつながりも強化しており、行かせ
たい学校を目指している。高等部は、特に肢体不自由児が多いとのことで、就学就労へつ

なげる努力がされており、ＩＣＴ教育も充実している様子であった。進学者も卒業生の約 2
割にあたる 15名となっており、非常に多くなっている。自立活動では、子供の得意を伸ば
しながら、苦手をカバーできるよう指導が心がけられており、メール送信、着替え、買い

物など、自立生活に必要なことのうち、訓練すれば自分でできるようになる内容が重視さ

れている。中等部と高等部では、定期考査期間に自立活動に関する発表会として「チャレ

ンジタイム」を実施し、発表の機会を設けている。  
 個別の指導計画の作成と運用について詳しく説明があり、その内容は以下の 4 項目とな
っている。 
①自立の状態は個々で異なってくるため、407項目に及ぶ詳細なチェックリストを用いて年
に 2回実態を把握している。  
②課題を整理し、指導の方向性を言語化し 1 年後の目標を設定する。他の教員との情報共
有のため、文章化することが重要とのことである。 
③他の教員が理解できないと困るので、全教員統一の 424 個に及ぶ学習内容一覧表（必要
に応じて改訂）を作成し、それを用いて学期ごとの指導計画を複数の教師による話し合い

で作成している。 
④各学期に複数の教師による話し合いで評価し、その際にはビデオも活用しているとのこ

とである。 
 また、専門性の一層の向上のために、パワーアップシートを活用し、理学療法士２名、

作業療法士２名、言語聴覚士 1名、歯科医 1名の 6名から構成される外部専門家によって、
日ごろの手立てについて年間 7～8回も助言を受け、指導内容を改善している。 
 平成 16年から医療的ケアも開始され、看護師は現在 2名（西宮養護学校は 8名）で対応
している。医療的なケアの内容については校内委員会で検討し、教員は 1～2か月の研修（主
治医の前で医療行為の研修等）を実施し、吸引、咽頭前吸引はできるようになっているそ

うである。また、近くにはこども医療福祉センターがある。このセンターについては、ホ

ームページによると、児童福祉法に基づく障害児入所施設であるとともに、医療法に規定

する病院でもある。以前は、整形外科による治療や生活訓練を中心としていたが、平成 13
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年度から小児科各科を増設し地域療育部門を新設し、平成 17年度から歯科、泌尿器科、耳
鼻咽喉科の非常設科を増設し、現在はすべての障害児を対象とした県下の拠点的な施設と

しての役割を担っているとのことである。このセンターが諫早特別支援学校の近隣に設置

されていることから、何かあったら救急搬送できる体制をとっているとのことであった。 
 
＜意見・感想＞ 
○西宮養護学校でも個別の指導計画や教師の専門性を可視化できるシステムを導入すれば、

保護者も一層安心でき、一層の質の向上にも寄与すると考える。 
 当校の取り組みを参考にして、現在西宮養護学校で作成している個別の指導計画の内容

充実に向けて、計画作成から評価・改善までのサイクルを可視化するとともに、外部専門

家の活用など指導内容のブラッシュアップに向けた体制を検討するべきである。 
○立地条件は、通学する生徒児童の状況を鑑みて検討するべき。 
 当校も、近隣に福祉機能と併設された医療施設が存在している。本市の特別支援学校の

再整備にあたっても、そうした施設の近隣を意識して再整備場所を選定する必要があると

考える。 
 
＜総まとめの意見＞ 
●特別支援教育 
 今回は先進的な事例を研修することができ、本市の特別支援教育の状況や現在整備中の

児童発達支援センターについて一層調査を深めて、今回の研修で得たことを活かしながら、

今後の本市の特別支援教育のあるべき姿を検討すべきと考える。 
 他の自治体の取り組みを視察する際には、財政負担とその効果について重点を置いて説

明を受けているが、今回の視察のおいては、内容を把握するにとどまった。今回の視察先

は、政令市と県であったことから、西宮市で環境整備に関する議論をするにあたっては、

広域行政の観点と財政規模の考慮が必要である。 
 人員体制については、西宮養護学校が生徒児童 70名に対して、職員 123名（うち介助員
30名）の体制を敷いている。それに対して、北九州特別支援学校は生徒児童 120名に対し
て 101名（うち介助員 6名）、諫早特別支援学校は生徒児童 123名に対して、114名（うち
介助員 4 名、総数は寄宿舎指導員 23 名を除く、）となっている。職員数では西宮養護学校
が手厚くなっていることが伺えるが、これは、介助員の人数の差でもあり、ケアの内容に

ついては再整備にあたっては、人員構成も含めて十分に検討が必要と思われる。 
 スクールバスの運行は、両方とも全て委託されており、本市においても残りの 2 台につ
いても民間に移管し、効率化を図るとともに人事管理などの負担を減らすべきである。 
 
●市民センター 
 北九州市の取り組みを参考にして、今後の本市の市民館のあり方を検討する中で、実際
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の各館における使用実態を調査し、ハード面だけではなく、地域活動の体制のあり方を公

民館と合わせて議論する必要があると考える。 
 
●総じて 
 特別支援教育の政策は、教育委員会と健康福祉局の連携や、地域コミュニティの政策は、

市民局と教育委員会の連携など、縦割り行政の解消の必要性を一層感じた。今回の視察先

では、統合や物理的に施設を近づけることで実現しており、参考となる視察となった。 















委 員 会 所 管 事 務 調 査 感 想・意 見 等 

 

委員氏名     花岡 ゆたか    

 
■ 調査の期間   平成 25年（2013年）10月 29日(火) ～ 31日(木) 
 
■ 調査先及び   福岡県北九州市 ・特別支援学校について 
調査事項            ・市民館の活用について 

長崎県諫早市  ・特別支援学校について 
          
 
 
１.福岡県北九州市 

人口 97.1万人  面積 489.5平方km 

 

 

北九州市は九州の北東端に位置する政令指定都市であり、かつては工業都市として栄え

昭和50年代には106万人を超える人口を有していたが、鉱工業の衰退・工場の撤退が相次

ぎ、人口は減少傾向にあり現在約97万人となっている。工業都市として公害にも直面して

いたが、それを克服し、現在では「エコシティ」を標榜し様々な施策を展開すると同時に、

豊富な観光資源とテーマパークを中心に観光施策にも注力している。 

市域の面積は本市の約５倍と広域である事と、政令指定都市である事から、様々な点で

本市と単純比較できるものではないと認識している。 

□ 北九州市立総合療育センターについて 

 
概要 

 足立園・ひよこ通園・うさぎ通園・ナイスデイの４施設からなる、社会福祉法人北九州

市福祉事業団が運営する障害児福祉施設であり、療養介護・短期入所・通所・外来と様々

なサービスを提供する施設である。昭和40年11月開設。 

 

事業の状況 

 全国の類似施設と同様に、当初は肢体不自由児施設として開設された。 

 現在では、心身の発達障害に対応する総合的専門施設として、障害児・者とその家族の

地域における生活を支援するために、下記の事業を実施している。 

１．発達障害児・者の医療（外来・入院）              全年齢 

２．発達障害（知的・難聴・肢体不自由）乳幼児の通園療育      ０歳 ～ 就学前 

３．肢体不自由児・重症心身障害児の入所療育            ０歳 ～ 18歳 

４．障害者の入所療育                       18歳 ～ 



５．在宅障害児・者の療育および生活支援 

① 障害児・者の通所支援                   15歳 ～ 

② 短期入所                         全年齢 

③ 日中一時支援事業（日帰りショート）            全年齢 

④ 障害児等療育支援事業                   全年齢 

・療育等施設支援事業（訪問療育支援事業・外来療育指導事業・施設一般指導事業） 

・療育拠点施設事業（施設専門指導事業・専門療育指導事業） 

⑤ 一般相談支援事業（地域以降支援・地域定着支援）       18歳 ～ 

⑥ 特定相談支援事業                      18歳 ～ 

⑦ 障害児相談支援事業                    ０歳 ～ 18歳 

⑧ 在宅心身障害児者家庭訪問指導事業             全年齢 

⑨ 乳幼児発達相談指導事業                   ０歳 ～ 就学前 

⑩ 発達障害者支援センター                  全年齢 

６．障害児・者およびその家族を対象とした療育・教育等に関する相談 

７．福祉・医療・教育関係者の専門研修 ···· 特別支援教育相談センター提携事業 

８．障害児・者の療育に関する臨床研究、情報の収集および提供 

 

 

 本施設の特徴として、療養介護・短期入所・通所・外来の複合施設である事と、上記６

の相談事業が挙げられる。また近年では、医療型障害児入所施設（足立園）や、重度の重

複障害児の療育（うさぎ通園）のニーズが高まっている。 

 本市に於いてもこの様な施設の整備が望まれるが、まずは、老朽化の著しい市立養護学

校の建替えと、わかば園の移転新築を進めなければならない。 

 

 

□ 北九州市における市民センターの活用について 

 

施設設置の経緯等 

１．市民福祉センター 

・昭和57年 北九州コミュニティ研究会が下記の通り提言 

公民館 ①地域課題の解決や実践に直結するような学習に取り組む施設 

      ②地域団体の協議会事務局機能を併せ持つ施設 

高齢化社会の到来を控え、公民館が福祉ボランティアセンターとしても機能する必要

がある。 

・平成５年 高齢化社会対策総合計画の策定にあたり下記の通り提言 

小学校区を基本とする、自治会・校区（地区）社会福祉協議会など、地域団体の連携

による「地域福祉のネットワーク」の構築 

地域住民による福祉活動・住民の交流・生涯学習活動等の拠点となる、市民福祉セン

ターの設置 

・平成６年度 市民福祉センターの整備開始 



２．公民館の二枚看板化 

・公民館に市民福祉センターの機能を付加 

・公民館の利用者の範囲を、中学校区から小学校区に変更する 

・条例上の位置づけは、引き続き公民館とする 

・二枚看板化の公民館は全63館中50館 

３．市民センター 

・平成16年２月 市民福祉センターの現状と課題を統括し、最終報告がされる 

「市民福祉センター」を「市民センター」に名称変更 

公民館を市民センターに統一 

・平成17年１月１日 市民センターとしてスタート 

・現在、全130小学校区中121小学校区に、129の市民センターが整備され、残り９小 

学校区のうち５校区にはサブセンターが整備され、残り４校区にも早期にサブセンタ

ーを整備予定である 

 

市民センターにおける活動 

・コミュニティ活動（地域の会議・地域パトロール等） 

地域パトロールにより、年４万件程あった刑法犯が１万２千件に激減 

・保険福祉活動（健康講座・子育てサークル等） 

・生涯学習活動（市民講座・クラブ活動等） 

5,500以上の団体が活動しており、生涯学習活動で市民センターの全利用の半数となる 

 

 

 約 20年で 70館ほどのセンターを整備できている点については、本市との財政状態の違

いを感じさせる。本市には、公民館・市民館・センターが数的には同等に整備されている

が、その所管や運営・利用対象団体などに違いがあり、簡素化が求められる。 

 



２.長崎県諫早市 

人口 13.9万人  面積 321.1平方km 

 

 

 諫早市は長崎県の中央に位置し、長崎・佐世保・島原・福岡方向からの鉄道・道路が集

まる交通の要所である事から、隣の大村市と同様に地方部に於いては珍しく、緩やかな人

口増を続けている。 

 

 

□ 長崎県立諫早特別支援学校 

  

概要 

 昭和 39年に、小学部・中学部を持つ肢体不自由児を対象とした養護学校として開校し、

今年で創立 50年を迎える。現在では高等部もあり、「自立活動」とＩＣＴ機器を活用した

学習に取り組んでいる。 

 

自立活動について 

１．自立活動部・自立活動専任の役割 

全ての教師が自信を持って自立活動の指導ができるようになる 

→自立活動の指導における専門性の向上 

２．個別の指導計画の作成・運営について 

自立活動チェックリストを用いた実態把握 

課題を整理し指導目標を導き出す 

学習内容一覧表を用いた指導計画の作成 

作成・評価 → 複数の教師による話し合い（評価会議） 

３．日々の自立活動の授業支援について 

小学部：自立活動の時間の指導の様子をビデオに撮影し、映像は校内ＬＡＮに入れて

おく → 教師側の振り返りや、保護者への説明などに使用。 

中学部・高等部：定期考査機関に自立活動に関する発表会「チャレンジタイム」を実

施する → 生徒は自分のこれまでの頑張りや成果を発表して、自信や意欲を高める。 

４．外部専門家の活用について 

ＰＴ（理学療法士）２名、ＯＴ（作業療法士）２名、ＳＴ（言語聴覚士）１名、歯科

医 １名 の４職種、６名の専門家が来校し、年に７～８回、１回に３時間、自立活動

の時間の指導を中心に見て頂く。 

５．パワーアップシートについて 

外部専門家からの気づきや助言を、児童生徒に関わる自分がどう受け止め、今後の指

導にどう生かしていきたいのかを記載する。 

この一連のやり取りを通して、身についたり高まったりしたと感じる視点や考え方、

はたらきかけなどについて記載する。 

６．自立活動研修会の企画・運営 



自立活動研修会：全職員を対象として、年に11回実施する。 

          肢体不自由特別支援学校の教員として押さえておくべき内容を扱う。 

自立活動学習会：希望する職員を対象として、年に７回実施する。 

実技的な内容や教材の活動など、指導にすぐに生かせる内容を扱う。 

 

 

全国の類似施設と同様に、当初は肢体不自由児施設として開設されているが、近年では

重度の重複障害児童・生徒のニーズが高まっている。先述の通り県の中央に位置し、通所

区域は広域である。また、寄宿児童生徒は、県全域から来ている。 

ＰＴ-ＯＴ-ＳＴの連携の重要性が言われる中、さらに歯科医を外部有識者に入れ、自立

活動の検証がされている点は重要である。 

 

 

 

 

 

 











委員会所管事務調査感想・意見等 
委員名  よつや 薫  

 
調査の期間  2013年 10月 30日（水）～10月 31日（木） 
調査先及び  北九州市 北九州市立特別支援教育相談センターについて 
調査事項        市民センターの活用について 
       諫早市  長崎県立諫早特別支援学校について 
 

【北九州市立特別支援教育相談センターについて】 

１、北九州市立特別支援教育相談センターの概要 

・巡回相談  
 学校・園を巡回して教職員に指導内容や方法に関する指導や助

言を行う。具体的には、学校・園からの申込みにより学校・園を

訪問し、特別な教育的支援を必要とする幼児児童生徒の様子を 
ふまえて、適切な指導や必要な支援の在り方について協議を行う。また、校内支援体制づくりや

個別の指導計画等の作成についても指導助言を行う。 
・教育相談   
 子ども・保護者・教師を支援する教育相談。子どもたちの学校生活や生涯を見通して、現在の

様子をふまえ、一人一人に必要な支援について一緒に考える。必要に応じて併設の総合療育セン

ター等と連携を図りながら進める。 
・就学相談  
 障害等のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向け、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを

把握し、その持てる力を高めるために、適切な就学の場を相談。就学相談会では、保護者への面

談や教育的・心理学的及び医学的観点から、幼児児童生徒の障害の状態等を総合的に理解し、そ

の結果を受け、保護者と相談しながら就学する学校を決定する。  
・通級相談   
 通常の学級に在籍し、言語・聴覚・視覚・情緒に軽度の障害のあるお子さんや、医療機関等で

LD・ADHDの判断を受けたお子さんを対象に、通級による指導が必要であるかどうか判断する
ための相談会を実施する。  

２、北九州市の特色と西宮市の現状など 

  特別支援教育相談センターと見学もさせていただいた総合療育センターを併設していること

が非常に大きな利点であり、特色と考えられる。西宮市は、児童福祉法に基づく児童発達支援セ

ンターとしてのわかば園と西宮市立総合教育センターにあるスクーリングサポートセンター機

能などを統合した総合療育センター整備をすすめ、2年後にスタートする予定だが、歴史のある

先進市である北九州市の例にならいながら、より拡充した内容を期待したい。 

同センターと総合療育センターの外観 



【北九州市立若園市民センターについて】  

１、北九州市の市民センターの概要 

 2004年よりそれまでの市民福祉センターから市民

センターに改称、公立公民館と市民福祉センターの機

能を合わせたものとなった。 

  市民センターにおける主な活動は、コミュニティ

活動、保健福祉活動、生涯学習活動などである。 

2004年の整備にともなって、63館あった公民館を 55としたが、センターとしては結局、134

となり、住民サービスの低下は招いていない。 

 管理運営体制は、市の直営であるが、まちづくり協議会へ運営を委託。館長は、市が採用試験

で独自に採用する。まちづくり協議会は、地域住民から職員を雇用して館に配置。直営でしかも

市民への委託とするのは、市民センターを地域住民の自主的な活動の拠点とするための制度的担

保としてとのことである。 

 北九州市が考えるこの体制のメリットとしては、地域づくり活動の担い手となる人材を育成で

きる、市民センターで行う市の事業が実施しやすい、職員の人件費が抑えらえる、などの点を上

げている。 

２、北九州市の特色と西宮市の現状など 

 公民館の事業がそのまま市民センターに引き継がれて事業の内容や生涯学習活動で利用され

ている利用者の数などを見ると、西宮市で行う公民館の事業はこの市民センターに行なっておら

れるのがわかる。 

 運営体制については、西宮市と全く異なり、館長のみを市が採用試験で独自に非常勤嘱託の形

で採用し、管理業務の一部をまちづくり協議会に委託している点で人件費が抑えられる、として

メリットとしていることについては、現在の館長および委託先であるまちづくり協議会の人件費

が適切な水準で維持されているか否かを精査することによって賛否が分かれと思われる。若園市

民センターの館長は、市民企画講座の企画まで担当するなど、非常に精力的に動いておられる日

常がしのばれたが、西宮市の公民館のあり方についてはその点は大いに参考にするべきであろう。 

 また、市民の自主的、主体的な活動の拠点としてまちづくり協議会に委託することについては、

並行して地域総括補助金制度の導入により、補助金の流用が可能になった部分でより柔軟に動け

る点も評価すべきと考える。 

若園市民センターの正面カウンター付近の風景 



【長崎県立諫早特別支援学校について】 

１、諫早特別支援学校の概要 

 学校経営方針としてのビジョンは「行かせたい学校・行かせてよかった学校」であり、具体的

には、①特別支援教育に関する専門性を確立し、授業の改善・充実により児童生徒の生きる力を

育む。②地域におけるネットワークを確立し、相談や支援の体制を整え、地域のセンター的機能

を充実させる。③信頼される学校を目指し、組織マネジメントを確立する、というものである。 

 本年度の努力目標としては、①校内研究の充実を図り、新学習指導要領に対応した教育課程の

改善・編成に努める。というものである。 

 特徴的な取り組みとして、研究体制、外部専門家活用、地域のセンター的役割(相談活動)など

がある。また、寄宿舎が併設されており、寄宿舎指導員の体制も整っている。 

２、長崎県立諫早特別支援学校の特色、西宮市立養護学校の現状との比較、相違など 

諫早特別支援学校は学校経営目標として①児童生徒一人一人の生命と人権を尊重し、教育的ニ

ーズに応えるきめ細かな指導の充実に努めるとし、今年度の目標として「個別の指導計画の作成

と評価により、個に応じた指導の充実に努める」など、西宮養護学校が掲げる「一人一人のニー

ズに応じた特別支援教育」という目標と異なるところはない。 

ただ、いわゆる重度重複の児童、生徒の在籍数の違いから、学校運営そのものの違いが多少あ

ると考えられる。 

児童生徒数 70名に対して、教師 63名、介助員 35名であるが、諫早特別支援学校は、児童・

生徒の総数は 123名に対して、教諭・教師 87名と介助員 4名となっていることからも、その体

制の相違が現れていると考えられる。 

特に、西宮養護学校は、肢体不自由を主障害とする児童生徒の特別支援学校という位置づけか

ら、医療的ケアを必要とする子どもたちも多く、医療的ケアの体制は諫早特別支援学校とは異な

る。西宮養護学校に事前に伺った時には、看護師の体制が不足している点をうかがった。この点

については、教育委員会において改善がもとめたい。 

また、諫早特別支援学校にあらかじめお尋ねした質問の中で、スクールバスの運行形式、内容

についても異なることがわかった。諫早特別支援学校の場合は、バス停でスクールバスを待つが、

西宮市は、自宅近くまで迎えに行く点は利点だと考える。しかし、諫早の場合は、学校職員の介

助員が添乗員として乗り込むが、西宮市の場合は、委託のバスについては、介助員が委託先の介

助員となっている点で異なる。一貫した安全な通学と子どもたちとの信頼関係を担保するために、

諫早と同様に、児童・生徒の日常を把握できている学校職員の介助員を添乗させるべきである。

長崎県立諫早特別支援学校校舎外観 



この点についても、教育委員会に改善を求めたい。 

 

【常任委員会視察のあり方について】 

今回も常任委員会視察については、北九州市および長崎県のお手間をいただき、それなりの成

果をいただいたと考えるが、常任委員会の行政視察そのものについては、改善すべき点があるの

ではないかと考える。 

常任委員会で、全メンバーで参加する必然性があるのかどうか。この点は、議会改革特別委員

会でも議論をされた形跡はあるが、現行のやり方がベストなのか否かは、再度検討すべきである。 

全員参加の視察が必要であるか否かは、視察でなければ得られないという情報であるのか否か

の検討と、その参加メンバーと人数、経費、相手方自治体の負担を含めた費用対効果など、地方

自治法第 2条第 14項の「地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進

に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない」という意味か

らも、地方自治法に基づいて設置されている議会がこの条文の埒外ではないことは明らかで、問

い直す必要はあるのではないかと考える。 

                                       以上 
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